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８ 職員の給与等に関する報告及び勧告

本委員会は、本県職員の給与の実態、給与を決定する諸事情について調査研究を行い、平成20年10月

９日に県議会及び知事に対してその結果を報告し、併せて給与の改定について勧告を行った。

その概要は、次のとおりである。

⑴ 報告

ア 職員の給与

本委員会が、本年４月１日現在で実施した「平成20年職員給与実態調査」の概要は、次のと

おりである。

(ア) 職員構成

職員数は、一般職員7,103人、警察官3,990人、県立学校職員5,216人､市町村立学校職員

13,986人、計30,295人となっている。また、その平均年齢は42.9歳、平均経験年数は20.8年、

男女別構成は男62.2％、女37.8％、学歴別構成は大学卒75.3％、短大卒8.3％、高校卒16.3

％、中学卒0.1％となっている。

(イ) 平均給与月額

職員は、従事する職務の種類に応じ、行政職、公安職、教育職、医療職、研究職、福祉職

及び学校栄養職の７種14給料表の適用を受けているが、これら職員全員の本年４月における

平均給与月額は、給料365,527円、扶養手当9,792円、地域手当170円、計375,489円となって

おり、昨年と比べ3.8％の下降を示している。

このうち民間給与との比較を行っている行政職給料表適用職員（平均年齢43.1歳、平均経

験年数22.0年）の平均給与月額は、給料342,940円、扶養手当10,851円、地域手当366円、計

354,157円となっており、昨年に比べ4.2％の下降を示している。

なお、職員の給与は、平成20年３月から５月まで「知事等の給与の特例に関する条例（以

下「特例条例」という。）」により減額されており、当該減額措置がないものとした場合、職

員全員の平均給与月額は387,264円（うち給料377,302円）、このうち行政職給料表適用職員

の平均給与月額は365,537円（うち給料354,320円）となり、昨年に比べそれぞれ0.8％及び

1.2％の下降を示すこととなる。

イ 民間給与の調査

本委員会は、職員の給与と民間給与との比較を行うため、本年も、人事院及び新潟市人事委

員会と共同して、企業規模50人以上で、かつ、事業所規模50人以上の県内1,201事業所のうち

から、253事業所を層化無作為抽出法によって抽出の上、「平成20年職種別民間給与実態調査」

を実施し、公務と類似すると認められる78種類の職務に従事する者7,243人について、本年４

月分として支払われた給与月額等を調査した。

ウ 本県職員と民間従業員との給与比較

(ア) 公民給与の較差

本委員会は、「職員給与実態調査」及び「職種別民間給与実態調査」の結果に基づき、職

員にあっては行政職給料表適用職員、民間にあってはこれに相当する職種の職務に従事する
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者について、相互の給与を比較した。

職員の給与については、給与構造の改革により、平成18年４月１日から給料表が国に準じ

て平均約4.8％引下げられたところであり、給料表による給与を基礎として比較したところ、

別表第１（1）に示すとおり、職員の給与が民間従業員の給与を219円（0.06％）下回ってい

る。

また、給料表の改定に伴う新旧給料月額の差額（注）を支給する経過措置がとられてい

ることから、これによる給与を基礎として比較したところ、別表第１（2）に示すとおり職

員の給与が10,248円（2.63％）上回っている。なお、平成20年４月は特例条例により給与の

減額措置がとられており、減額後の職員の給与を基礎として比較すると、別表第１（3）に

示すとおり、職員の給与が民間従業員の給与を1,214円（0.32％）下回っている。

（注）新給料月額と平成18年３月31日現在の給料月額の差額

(イ) 通勤手当

民間における交通用具使用者への通勤手当の支給状況を調査した結果は、20㎞までの支給

額において、職員の通勤手当の現行支給額を上回っている。

(ウ) 特別給

昨年８月から本年７月までの１年間において、民間事業所で支払われた賞与等の特別給を

調査した結果は、別表第２に示すとおりであって、平均給与月額の4.43月分に相当しており、

職員の特別給(期末・勤勉手当)の年間支給割合と概ね均衡している。

エ 物価及び生計費

総務省統計局の本年４月における消費者物価指数は、昨年４月に比べ、新潟市では0.4％の

上昇、全国では0.8％の上昇となっている。

また、本委員会が総務省統計局の家計調査を基礎として算定した２人世帯、３人世帯及び４

人世帯の新潟市における標準生計費は、本年４月においてそれぞれ185,890円､213,400円及び

240,910円となっている。

オ むすび

(ア) 職員の給与の改定

民間給与の実態調査の結果によると、別表第３に示すとおり、民間事業所における雇用調

整の実施状況をみると、平成20年１月以降に雇用調整を実施した事業所の割合は13.1％とな

っており、昨年（18.5％）に比べて減少している。雇用調整の措置内容をみると、採用の停

止・抑制（5.8％）、残業の規制（3.4％）、部門の整理・部門間の配転（3.0％）の順となっ

ている。

給与改定等の状況では、別表第４に示すとおり、一般の従業員について、べースアップを

実施した事業所の割合は32.2％（昨年40.4％）となっており、昨年に比べて減少している。

一方、ベースアップを中止した事業所の割合は9.3％（昨年12.6％）となっており、昨年に

比べて減少している。

また、別表第５に示すとおり、一般の従業員について定期に行われる昇給を実施した事業

所の割合は74.9％（昨年69.1％）となっており、昨年に比べて増加している。

本年４月における職員の給与は、給料表による職員の給与を基礎とすると民間給与を219
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円（0.06％）下回っている。また、経過措置を含む職員の給与を基礎とすると民間給与を

10,248円（2.63％）上回っている。

これらを総合的に勘案し、本委員会は、職員の給与の改定について次のとおり判断した。

ａ 給料表

給料表については、公民給与の較差の状況等を踏まえ、改定を行わないことが適当であ

ると考える。

ｂ 住居手当

住居手当については、民間における支給状況、国及び他の都道府県の状況等を踏まえな

がら、引き続き検討する必要がある。

ｃ 通勤手当

自動車等使用者に対する通勤手当については、民間及び他の都道府県の支給状況等を考

慮し、月額を改定する必要がある。

ｄ 単身赴任手当

単身赴任手当については、民間における支給状況、国及び他の都道府県の状況等を踏ま

えながら、検討する必要がある。

ｅ 初任給調整手当

初任給調整手当については、医師の人材確保や処遇の改善を図るため、人事院勧告に準

じて改定する必要がある。

ｆ 期末手当・勤勉手当

期末手当・勤勉手当については、民間における特別給の年間支給割合と概ね均衡してい

ることから、支給月数の改定を行わないことが適当と考える。

ｇ 教員給与

（a）主幹教諭

教育委員会において平成21年度から新設予定の主幹教諭の給与上の処遇については、

職務の困難度及び責任が教諭とは異なることを踏まえ、次のとおりとする。

ⅰ 給料

職務の級については、現行の教育職給料表上の教頭と教諭の間に創設する新級によ

り措置する。

ⅱ 諸手当

諸手当については、他の教育職員との均衡を考慮して措置する。

（b）義務教育等教員特別手当

義務教育等教員特別手当については、国において教員給与の見直しが進められている

ことや他の都道府県の動向等を考慮し、支給額の見直しを検討する必要がある。

h 市町村立学校の事務主幹の給与

市町村立学校の事務主幹の給与については、今年度から本格実施されている学校事務共

同実施の内容や職務の困難度、責任の度合い等を見据える中で、検討を進めていく必要が

あると考える。
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(イ) 給与構造の改革

本委員会は平成17年11月の報告において、地域の民間給与水準をより適切に反映させるた

め、国に準じて給与構造の改革を実施することが適当と判断し、平成18年度以降実施する措

置については、各年度において勧告等を行ってきたところである。

給与構造の改革を着実に進めるため、以下の施策について所要の措置を講じていくことと

する。

ａ 地域手当

地域手当の支給割合は、平成22年３月31日までの間は、地域手当の支給地域ごとに人事

委員会規則で定める暫定的な支給割合とすることとされているが、平成21年４月１日から

平成22年３月31日までの間の支給割合は人事院勧告に準じて定めることとする。

ｂ 職員の昇給

職員の昇給については、公民較差の状況を総合的に踏まえ、平成20年度は昇給幅を１号

給抑制することが適当と考える。

(ウ) 職員の勤務時間等

人事院は、本年８月、民間企業の所定労働時間の状況等を踏まえ、職員の勤務時間を１日

当たり７時間45分、１週当たり38時間45分に改定することを勧告した。

本県の民間企業における所定労働時間は、人事院が勧告した水準より長いものの、現行の

職員の勤務時間である１日８時間、１週40時間より短い状況にある。

さらに、地方公務員法においては、職員の勤務時間について、国及び他の地方公共団体の

職員との間に権衡を失しないよう適当な考慮が払われなければならない旨が規定されてお

り、現在、国及び全都道府県の職員の勤務時間は同一となっている。

このような状況を踏まえると、本県においても、国と同様に勤務時間を改定することが適

当であるが、その時期については、国及び他の都道府県の動向を十分考慮する必要がある。

なお、昨年の本委員会の報告でも言及したところであるが、勤務時間の改定を行うに当た

っては、行政サービスに支障を生じることのないよう、業務の合理化・効率化や勤務体制の

見直し等、公務能率の一層の向上に努めていく必要がある。

次に、職員の時間外勤務については、平成17年度以降、着実に縮減されてきたところであ

るが、平成19年度は増加に転じた。これは、平成19年の中越沖地震の復旧作業等に伴う事情

もあったものと推測される。

任命権者においては、従来から、各所属での目標設定・計画策定、事前命令の徹底、職員

の意識啓発など、様々な時間外勤務の縮減対策に取り組んできたところであるが、今後もそ

れらの取組を継続・展開することにより、その縮減が止まることのないよう、努めていく必

要がある。

また、本県においても、精神疾患による長期療養者が近年増加するなど、職員の心の健康

づくりは、引き続き重要な課題である。任命権者においては、従来から様々な措置を実施し

てきたところであるが、状況の改善に向け、一層の取組に努めていく必要がある。

(エ) 公務運営の改善

ａ 能力・実績に基づく人事管理
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平成18年から実施された給与構造改革に着実に取り組んでいくため、職員の勤務実績を

より的確に反映しうる昇給制度や勤勉手当制度について、検討を進める必要がある。

一方、現在任命権者において、人事評価制度が取り組まれているところであるが、今後

とも、より公平性、透明性、納得性の高い人事評価が行われるよう努める必要がある。

ｂ 有為な人材の確保

地方分権の進展や公務員制度改革など、行政をとりまく環境が大きく変化している中、

将来の県政を担う有為な人材を確保していくことが今後、益々、重要である。

このような状況の中、有為な人材確保の観点から能力実証方法や年齢要件を始めとする

受験資格など、採用制度全般について今後、研究・検討を進めていく必要がある。

ｃ 公務員倫理の確保

近時、公務員による重大な不祥事や更には国における年金記録問題等にみられる行政の

破綻とも言うべき事態など、公務及び公務員の在り方にかかわる問題が相次いで生じ、国

民の不信や批判を招いている。

残念ながら本県においても、一部の職員が公務員としての倫理観を問われるような不祥

事を発生させ、県民の信頼を損なう事態となっている。

任命権者においては、飲酒運転に対する懲戒処分基準の厳罰化や懲戒処分基準の明確化

に加え、今年度は、原則として免職者の氏名の公表を行うなど、一定の対策がとられたと

ころであるが、今後とも、不祥事が発生した場合には、その事実関係を十分把握した上で

適正な処分を行うとともに、その原因を究明し、再発防止策の実施や服務規律の遵守の一

層の徹底を図ることが求められる。

職員においても、一人ひとりが高い倫理観と、全体の奉仕者であることの自覚を持ち、

県民の期待と信頼に応えられるよう一層、職務に精励する必要がある。

(オ) 給与勧告実施の要請

人事委員会の給与勧告制度は、労働基本権を制約されている職員の適正な処遇を確保する

ため、情勢適応の原則に基づき、職員の給与水準を民間の給与水準に合わせることを基本と

し、国及び他の都道府県の職員の給与等を考慮して決定する方式として、長年の経緯を経て

定着している。

本年の勧告においては、給料表と特別給の双方について水準改定を行わないこととした

が、主幹教諭の設置に伴う給料表の改定、自動車等使用者の通勤手当の額の改定等を行うこ

ととした。

民間準拠を基本とした給与決定の仕組みは、職員に対し適正な給与水準を保障し、公務に

必要な人材の確保や円滑な行政運営に寄与するものである。

県議会及び知事におかれては、給与勧告制度の意義や役割に理解を示され、別紙第２の勧

告どおり実施されるよう要請する。

⑵ 勧告

ア 改定の内容

(ア) 給料表
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現行の給料表のうち一般職の職員の給与に関する条例別表第３の教育職給料表(二)及び教

育職給料表(三)、市町村立学校職員の給与に関する条例別表第１の教育職給料表(一)及び教

育職給料表(二)を別記のとおり改定すること。（別記省略）

(イ) 教職調整額

主幹教諭を教職調整額の支給対象職員とすること。

(ウ) 通勤手当

自動車等使用者に対する通勤手当について、月額を次の表のとおりとすること。

片道の使用距離 手 当 額

4キロメートル未満 2,900円

4キロメートル以上 6キロメートル未満 4,000円

6キロメートル以上 8キロメートル未満 5,100円

8キロメートル以上10キロメートル未満 6,200円

10キロメートル以上12キロメートル未満 7,400円

12キロメートル以上14キロメートル未満 8,500円

14キロメートル以上16キロメートル未満 9,600円

16キロメートル以上18キロメートル未満 10,700円

18キロメートル以上20キロメートル未満 11,800円

20キロメートル以上22キロメートル未満 12,900円

22キロメートル以上24キロメートル未満 13,900円

24キロメートル以上26キロメートル未満 15,000円

26キロメートル以上28キロメートル未満 16,000円

28キロメートル以上30キロメートル未満 17,000円

30キロメートル以上32キロメートル未満 18,100円

32キロメートル以上34キロメートル未満 19,100円

34キロメートル以上36キロメートル未満 20,200円

36キロメートル以上38キロメートル未満 21,200円

38キロメートル以上40キロメートル未満 22,200円

40キロメートル以上42キロメートル未満 23,300円

42キロメートル以上44キロメートル未満 24,300円

44キロメートル以上46キロメートル未満 25,400円

46キロメートル以上48キロメートル未満 26,400円

48キロメートル以上50キロメートル未満 27,400円

50キロメートル以上52キロメートル未満 28,500円

52キロメートル以上54キロメートル未満 29,500円

54キロメートル以上56キロメートル未満 30,600円
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56キロメートル以上58キロメートル未満 31,600円

58キロメートル以上60キロメートル未満 32,600円

60キロメートル以上 33,700円

(エ) 初任給調整手当

医療職給料表(一)の適用を受ける医師及び歯科医師等に対する支給月額の限度を410,900

円とすること。

イ 改定の実施時期

この改定は、平成21年４月１日から実施すること。ただし、アの(ウ)については平成21年１

月１日から実施すること。


